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第 1 ３ 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

事業報告の「業務の適正を確保するための体制及
び 当 該 体 制 の 運 用 状 況 」

連 結 計 算 書 類 の 「 連 結 注 記 表 」

計 算 書 類 の 「 個 別 注 記 表 」

第13期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

フリュー株式会社

法令並びに当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.furyu.jp/）に掲載することによ
り、株主の皆様にご提供しているものであります。
なお、事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制
の運用状況」、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個
別注記表」は、監査報告の作成に際して、監査役及び会計監査人が
監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部でありま
す。

表紙



2019/05/24 13:57:35 / 18483025_フリュー株式会社_招集通知（Ｆ）

業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
を適正に確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　（会社法第362条第4項第6号、会社法施行規則第100条第1項第4号）

イ．取締役会は取締役会規程に基づき、取締役会を原則として毎月１回開催し、必要に応じて
臨時取締役会を開催する。

ロ．当社は監査役会設置会社であり、各監査役は取締役会をはじめ重要会議に出席するほか、
業務執行状況の調査を通じて、取締役の職務の執行の監査を実施する。監査役会は、監査
役会規程・監査役監査基準等を文書化し、内部統制システムの有効性を検証し、課題の早
期発見と是正に努める。

ハ．当社は、法令違反行為等を発見した通報者の保護を図りつつ、透明性を維持した適切な内
部通報体制を整備する。

ニ．当社は、印紙税法・下請法・著作権法など、業務を行うにあたり必要な諸法令に関する研
修を適時社内にて開催する。

ホ．反社会的勢力との関係を遮断することの社会的責任、コンプライアンス及び企業防衛の観
点からの重要性を十分認識し、反社会的勢力との関係遮断に向けた体制を整備するととも
に、反社会的勢力による不当要求に対しては、断固として拒絶する。反社会的勢力から不
当要求を受けたときに、適切な助言、協力を得ることができるよう、平素より警察等の外
部専門機関との連携強化を図り、不当要求には組織として確固たる意志で対決する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第1号）

イ．株主総会議事録、取締役会議事録、決裁書その他取締役の職務執行に係る情報は、法令及
び社内規程等の関係諸規程の定めに従い、適切に記録・保存・管理する。

ロ．前項の文書及び情報は、必要に応じて取締役、監査役、会計監査人等が閲覧、謄写可能な
状態にて管理する。

ハ．「文書管理規程」及び他関連規定は、必要に応じて適宜見直し、改善を図るものとする。
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③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第2号）

イ．当社は、取締役会及びその他の重要な会議において、各取締役、経営幹部及び使用人から、
業務執行に係わる重要な情報の報告が行われるようにする。

ロ．「コンプライアンス規程」、「リスク管理規程」、「経理規程」、「個人情報管理手順」、
「秘密情報管理規程」、「売掛債権管理規程（信用調査）」、「リスク管理手順」等の規
程に基づき、リスク管理責任者がリスク管理に関してこれを統括し、取締役及び各部門担
当者とともに、カテゴリー毎のリスクを体系的に管理するものとする。

ハ．安全及び環境整備に関しては、認証取得した環境マネジメントシステムのほか、大地震な
どの突発的なリスクが発生し、全社的な対応が重要である場合は、代表取締役を責任者と
する緊急事態対応体制をとるものとする。

④取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第3号）

イ．取締役会における意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報を各取締役に提供するよう
努力する。

ロ．めまぐるしく変化する経営変化にも対応できるよう、取締役の任期を１年とする。
ハ．「経営会議」にて経営・業務執行に関する事項の審議、承認を行うことで、意思決定の迅

速化とコーポレート・ガバナンスの徹底を図る体制を整えることとする。

⑤当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第5号）

イ．子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、関係会社管理規程を定め、事業の状
況に関する定期的な報告を受けるとともに重要事項についての事前協議を行う。

ロ．子会社は、その事業の性質及び規模に応じて各社の社内規定に従い、事業や投資に関する
リスクを管理し、当社は関係会社管理規程に基づき、子会社管理担当部署及び関連部署が
子会社からの報告の受領及び情報収集して当該子会社のリスク管理をする。

ハ．子会社の取締役会・経営会議に当社役員及び子会社管理担当者が出席し、管理監督を行う。
ニ．当社は、子会社を含めた中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化するため、事

業年度毎の年度計画及び予算配分等を定める。
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ホ．子会社の適正な業務遂行を確認するために、当社の監査役による監査や当社内部監査部門
による監査を適宜実施する。

へ．子会社の役職員が外部の弁護士等に対して直接通報を行うことができる内部通報制度を整
備する。

ト．当社は、子会社の役職員に対し、法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス意識
の醸成を図る。

⑥監査役がその職務を補佐すべき使用人を置くことを求めた場合に、当該使用人に関する事項及
び当該使用人の取締役からの独立性、並びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項

　　（会社法施行規則第100条第3項第1号、第2号、第3号）
イ．当社は、監査役の職務を専属で補助する使用人は配置していないが、取締役会は監査役会

と必要に応じて協議を行い、当該使用人を任命及び配置することができる体制を整える。
ロ．監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲され

たものとし、取締役の指揮命令は受けない体制を整える。
ハ．指名された使用人は、監査役の指示に基づき、社内各部門及び子会社に対して監査役監査

に必要な情報の提供を求めることができる。
ニ．指名された使用人は、監査役の指示に基づき、内部監査室、社外取締役及び子会社監査役

との間の連絡・調整を行い、監査に関する情報の共有を補助する。

⑦監査役への報告に関する体制及び当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制

　　（会社法施行規則第100条第3項第4号、第5号）
イ．当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

ⅰ．取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れや事実の発生、信用を著しく失
墜させる事態、内部管理体制・手続きに関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正
行為や重大な不正行為等を認識したときは、遅滞なくその内容を監査役または監査役
会に報告するよう努める。

ⅱ．当社の内部通報取扱規程において、当社の役職員が当社監査役に対して直接通報を行
うことができることを定めるとともに、内部通報窓口でもある当社監査役に対して通
報をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明記する。
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ⅲ．監査役は取締役会に参加し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握すると
ともに、主要な決裁書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取
締役または使用人にその説明を求めるよう努める。

ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれらの者から報告を受
けた者が当社の監査役に報告をするための体制
ⅰ．子会社の役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められた

ときは、速やかに適切な報告を行う。
ⅱ．子会社の役職員が当社監査役に直接報告することができる制度を整備するとともに、

当社監査役に対して報告をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明
記する。また、子会社の内部通報制度窓口担当者は、内部通報の状況について適宜当
社監査役に報告するものとする。

ⅲ．当社内部監査室、子会社監査役、子会社管理担当部門は、適宜当社監査役に対し、当
社子会社における内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告する。

⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　　（会社法施行規則第100条第3項第6号）

イ．当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の
前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債
務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま
たは債務を処理する。

ロ．監査役は、必要に応じ、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）に相談することがで
き、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
負担する。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　（会社法施行規則第100条第3項第7号）

イ．監査役と代表取締役は適宜会合をもち、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互
認識を深めるよう努める。

ロ．監査役会は代表取締役及び取締役会に対し、監査方針及び監査計画並びに監査の実施状
況・結果について適宜報告する。

ハ．監査役会は内部監査室と緊密な連携を保つとともに、取締役会に出席し、必要に応じて内
部監査室に調査を求める。監査役会は会計監査人と適宜会合をもち、意見及び情報の交換
を行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。
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業務の適正を確保するための体制等の運用状況の概要
　　①内部統制システム全般について

　当事業年度において、内部統制システムが適切に運用されており、重大な欠陥や不備が存在
しないことを確認しております。

　　②重要な会議の開催状況
　取締役会は１４回開催され、法令及び定款等に定められた事項や経営に関する重要事項につ
いて、法令及び定款等への適合性、業務執行の適正性の観点から審議が行われました。なお、
取締役の職務執行の適法性及び適正性を高めるために、独立社外役員が出席しております。ま
た、定期的に行われる経営会議にて経営・業務執行に関する事項の審議、承認を行うことで、
意思決定の迅速化とコーポレート・ガバナンスの徹底を図る体制を整えております。
　監査役会は１４回開催され、取締役の職務執行状況の監査、法令及び定款等の遵守について
協議いたしました。

　　③リスクマネジメント
　当社では、「リスク管理規程」「リスク管理手順」等の規程類に基づき、リスク管理責任者
がリスク管理に関してこれを統括し、定期的に取締役会に報告することを通じて、適切なリス
ク管理を行っております。さらに、リスクマネジメントの体制整備のために、潜在リスクのマ
ッピング、品質管理体制の強化、反社会的勢力の排除に対する取引先チェック体制の強化等を
実施しました。

また、内部通報制度について、社内窓口（当社監査役）及び外部窓口（外部業者に委託した
「企業倫理ホットライン」）を設け、全従業員に周知するとともに、コンプライアンス及びリ
スクに関する懸念事項、職場環境等に関する相談など匿名を含め幅広く受け付け、リスクの早
期発見と改善に努めました。また、内部通報取扱規程において、内部通報者に対し、不利益な
取り扱いをしない旨定め、厳格に運用しております。

　　④内部監査の実施
　当事業年度において、内部監査基本計画に基づき、専門性、独立性を有する内部監査室によ
る当社及び子会社の内部監査を実施しております。

⑤監査役
監査役会は社外監査役２名を含む監査役３名で構成されており、取締役会には監査役全員が、

経営会議その他の重要会議には常勤監査役が出席して、重要な意思決定の過程及び業務執行状
況を確認しております。また、随時、代表取締役、内部監査室及び会計監査人と会合を持ち、
情報交換及び意見交換を行なっております。
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　　⑥主な教育・研修の実施状況
　従業員に対して、業務を行うにあたり必要な法令に関する研修のほか、事業が対峙せざるを
得ないリスクに関する教育研修を適宜実施しております。また、役員に対しても適切なガバナ
ンス体制構築に係る研修を実施しております。

⑦子会社管理
　子会社の取締役会・経営会議に当社からの派遣役員及び子会社管理担当者が出席し、管理監
督を行うとともに、月次業務報告会等で事業の状況に関する定期的な報告を受け、重要事項に
ついての事前協議を行っております。また、当社は関係会社管理規程に基づき、子会社管理担
当部署が子会社からの報告の受領及び情報収集を行って当該子会社のリスク管理をしておりま
す。

－ 6 －

業務の適正を確保するための体制等の運用状況の概要



2019/05/24 13:57:35 / 18483025_フリュー株式会社_招集通知（Ｆ）

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１． 連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　　　　　　　　　　　２社
⑵　連結子会社の名称　　　　　　　　　　株式会社ウィーヴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社コアエッジ

２．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
⑴　連結の範囲の変更　　　　　　　　　　当社の持分法適用関連会社であった株式会社コアエッジの株式

を追加取得したことにより、2018年９月30日をみなし取得日
とし、第２四半期連結会計期間より、連結の範囲に含めており
ます。

⑵　持分法の範囲の変更　　　　　　　　　当社の持分法適用関連会社であった株式会社コアエッジを連結
の範囲に含めたため、第２四半期連結会計期間より、持分法適
用の範囲から除外しております。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４． 会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
　その他有価証券

　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業組合への出
資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）につ
いては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な直近の計
算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②デリバティブ　　　　　　　　時価法
③たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、原材料
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、店舗用資産については定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　２～３９年

②リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア　　５年

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計
年度の負担額を計上しております。

③返品調整引当金　　　　　　　書籍の返品による損失に備えるため、一定期間の返品実績率に基づいて
算出した返品損失見込額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
なお、連結子会社は、簡便法により算定しております。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しております。
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⑸　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。

⑹　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の処理

繰延ヘッジ処理によっております。

②消費税等の会計処理
消費税等については、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保等に供している資産

流動資産
その他（預け金） 38,500千円

（注）上記を資金決済に関する法律に基づき供託しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,348,297千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 28,296,000株
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２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額等
　　2018年５月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額 848,874千円
1株当たり配当額 30円
基準日 2018年３月31日
効力発生日 2018年６月７日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　2019年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 848,870千円
1株当たりの配当額 30円
基準日 2019年３月31日
効力発生日 2019年６月 ６日

金融商品に関する注記
１．金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等で運用しております。
　受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って与信管理を
行い、主な取引先の信用状況を適時に把握する体制としております。また、投資有価証券は、業務上の関係
を有する株式、投資事業組合への出資であり、それぞれ市場価格等の変動、投資先の事業リスクに晒されて
おります。
　当該リスクに関しては、業務上の関係を有する株式及び投資事業組合については、定期的に発行体の財務
状況を把握し、取締役に報告する方針としております。
　また、デリバティブは、外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジするため為替予約取引を行っています
が、このデリバティブ取引は、当社の運用基準に従い実需に伴う取引を行い、売買益を目的とした投機的な
取引は行わない方針としています。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

(単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（*1） 時価（*1） 差額

現金及び預金 13,794,224 13,794,224 －

受取手形及び売掛金、
並びに電子記録債権 4,883,834 4,883,834 －

支払手形及び買掛金、
並びに電子記録債務 （2,387,029） （2,387,029） －

リース債務 （297,577） （307,609） （10,031）

デリバティブ取引(*2) （8,016） （8,016） －
（*1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

　　現金及び預金、受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

　　支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

　　リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

　　デリバティブ取引
　これらの時価は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

（注2）投資事業組合への出資60,720千円は、市場価格等がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること
が出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記には、含めておりません。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 633円39銭
２．１株当たり当期純利益 66円53銭

重要な後発事象に関する注記
自己株式の取得
　当社は、2019年５月14日開催の取締役会において、会社法第459条第1項及び当社定款の定めに基づき、
下記の通り、自己株式取得に係る事項について決議しました。

１．自己株式の取得を行う理由
　資本効率の向上及び株主還元の充実を図るため。
２．取得に係る事項の内容
(1)取得する株式の種類           ：当社普通株式
(2)取得する株式の総数           ：650,000株（上限）

[発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　2.30%]
(3)株式の取得価額の総額        ：500,000,000円（上限）
(4)株式を取得する期間           ：2019年5月15日～2019年9月20日
(5)株式の取得方法                 ：東京証券取引所における市場買付け

企業結合に関する注記
取得による企業結合
１．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　　株式会社コアエッジ
事業の内容　　　　　オンラインゲーム事業
(2) 企業結合を行った主な理由

当社が新規事業として展開している男性向けスマートフォンゲーム事業は、市場全体の成長は続いているも
のの、競争の激化、サービスの高度化・複雑化などにより、さらなる競争力の向上が必要な状況にあります。
このような中にあって、当社はこれまで当社の持分法適用関連会社であり、オンラインゲーム事業を中心に事
業展開している株式会社コアエッジから有益な助言・協力を得てまいりました。

今後は、専門的な知見を有する同社との連携強化を通じて、当社の男性向けスマートフォンゲーム事業の戦
略・組織を再編し、さらなる競争力の向上を図ることが重要であると考え、同社が実施する第三者割当増資に
応じ、子会社化することといたしました。
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(3) 企業結合日
2018年９月28日
(4) 企業結合の法的形式

第三者割当増資の引受けによる株式取得
(5) 結合後企業の名称

名称の変更はありません。
(6) 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　　25.4％
企業結合日に追加取得した議決権比率　　　50.1％
取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　75.5％
(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2018年10月１日から2019年３月31日まで
なお、2018年４月１日から2018年９月30日までの業績は、持分法による投資損失として計上しておりま

す。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
企業結合直前に保有していた普通株式の企業結合日における時価　　37,363千円
追加取得した普通株式の対価　　　　　　　現金　　　　　　　　 300,000千円
取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 337,363千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
財務及び法務調査に対する報酬等　　2,750千円

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差益　　9,613千円

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額

40,385千円
(2) 発生原因

取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんとして
計上しております。
(3) 償却方法及び償却期間

重要性が乏しいため発生時に一括償却しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のない有価証券　　　　　移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業組合への

出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定される決算報告書に応じて入手可能な直
近の計算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　　　　　時価法

⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、仕掛品、原材料　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっております。
貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法

⑷　固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産（リース資産を除く）

店舗用資産　　　　　　　　　定額法
上記以外　　　　　　　　　　定率法

主な耐用年数
　建物　　　　　　　　２～１８年
　工具、器具及び備品　２～１５年
　賃貸用資産　　　　　　　　５年

　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

　無形固定資産
定額法

主な耐用年数
　ソフトウェア　　　　　５年
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⑸　引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
に基づき計上しております。数理計算上の差異は、その発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法
によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。なお、
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計
算書類における会計処理方法と異なっております。

⑹　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

⑺　ヘッジ会計の処理
繰延ヘッジ処理によっております。

⑻　消費税等の会計処理
消費税等については、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用)
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保等に供している資産

流動資産
その他（預け金） 30,000千円
(注)上記を資金決済に関する法律に基づき供託しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 4,335,033千円
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⑶　関係会社に対する金銭債権
短期金銭債権 625千円

⑷　取締役に対する金銭債務 6,629千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
仕入高 76千円
販売費及び一般管理費 89,360千円

営業取引以外の取引による取引高
　営業外収益 7,800千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 325株
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６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

　繰延税金資産
　棚卸資産評価損 66,928千円
　未払費用 160,273千円
　未払事業税 48,207千円
　貸倒引当金 2,574千円
　関係会社株式評価損 73,428千円
　前受金 38,755千円
　減損損失 115,008千円
　減価償却費 390,628千円
　研究開発費 19,476千円
　退職給付引当金 223,610千円
　繰延ヘッジ損益 2,454千円
　その他 79,366千円

　繰延税金資産小計 1,220,713千円
　評価性引当額 △112,241千円
繰延税金資産合計 1,108,471千円

　繰延税金負債
　投資有価証券 △7,869千円
　その他 △3,764千円

　繰延税金負債合計 △11,633千円
　繰延税金資産の純額 1,096,837千円

７．１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 629円83銭
　１株当たり当期純利益 67円20銭

８．重要な後発事象に関する注記
自己株式の取得
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。
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